〔別記様式３〕
参加資格確認書
令和８（2026）年　　月　　日　

　栃木県知事　福田　富一　様

	住所又は所在地
	

	氏名又は商号
	

	代表者職氏名
	




次期栃木県情報セキュリティクラウド構築業務に係るプロポーザルの参加表明に当たり、実施要領の記載事項を承諾し、下記について相違ないことを誓約します。

記
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しないこと。
２　栃木県物品調達等競争入札参加資格者等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、業種区分の大分類「Ｎ　通信、情報処理」の入札参加資格を有する者であること。又は技術提案書の提出日までに資格を取得する見込みであること。
３　実施要領の公表から技術提案書の提出期限までの間において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
４　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項若しくは、第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（同法第33条第１項の規定に基づく再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項若しくは第２項の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項の規定に基づく更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。
５　栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号又は同条第４号の規定に該当しない者であること。
６　国（省庁）や都道府県庁または大規模組織（従業員数が1,000 名以上の組織）が委託するセキュリティ監視システムの構築・運用業務等、本調達と関連する業務に係る請負実績を複数件有すること。
７　過去５年の間に、国（省庁）や都道府県庁において、インターネット接続環境（情報キュリティ対策環境を含む。）を構築し、運用を開始した実績を有すること。
８　ISO/IEC27001:2022（JISQ27001:2023）及び、ISO/IEC27017:2015（JISQ27017:2016）の取得又はISMAPの登録があること。
